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と会社的な結合損益 (ConbinedProfit or Losses)との算定過程にも存在し，そこ
に，形式的には，今日の企業会計にみられる実体的刺益測定との対置，結合の蔚芳ー
を見出すことができるのである。
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; (仕入綬) (li (売上帳) : 
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A 商底 (貸): 














売上 XX I ~え'取手形 X X 









































甲 時 盾 (貸)
売上 XX I仕入 XX 
現預金 X X 
支払手形 xxl仕 入 xx








(借) (t'() (借) (貸)
売上 阪 xxx|JJmi金tl納刷、xxx 札rJ'i金山州u"XXi t七人帳 xx
受取干形12八帳 xX 支払手形記入l限 xx 






















システム (Self-Balancing system) から，経営組織の発展によって支庖織が拡大
するにつれ，本支庄相互の勘定元帳に本庖勘定，支底勘定なる照合勘定 (ajustm-















現金 受取 支手 払形 売掛金 買掛金 繰商 越品 借短入期金 七預金 手形 。
本 庖 63，590 25.000 20，000 75，000 52，000 110，000 155，000 
甲支庖 9，800 12，000 10，000 34，000 28，000 62，000 
乙支庖 6，600 8，000 4，000 21，000 19，000 33，000 5，000 
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本 底 1，600 540，000 485，000 35，000 15，000 100，000 10，000 
甲うぞ底 800 91，000 280，000 15，000 6，000 45，000 














































33，000+ 74，000十 79，900-43，000=143，900 
110，000十540，000 -135，000=515，000 
売上債権XO.02=要引当額前期末貸倒損失引当損
(12，000 + 34，000) 920一( 800 - 580) = 700 
( 8，000 + 21，000) 580ー( 600 - 520) = 500 
(25，000 + 75，000) 2，000ー(1，600-1，400) = 1，800 
売上高 売上原価 諸経費・引当損 償却費純利益
甲支庖 280，000-194，900ー (45，000- 580)ー 700-3，000口 36，980 六
λ 











甲支店 〈 繰 越 商 品 〉 1,100 （ 本 店 仕 入 〕 1,100 
（本店仕入〉 1,100 （本 店〕 1,100 
（本 店〉 2,000 〈 支 払 手 形 〉 2,000 
（ヌド 店〕 5,000 （売 十卦 金〉 5,000 
乙支店 〈繰越商品〉 880 〈本店仕入〉 880 
〈 本 店 仕 入 〉 880 〔本； 店〕 880 
〈 繰 越 商 品 〉 220 く 本 店 仕 入 〉 220 
〈 本 店 仕 入 〉 220 〈本 店〉 220 
本 店 ぐ言者 経 費〉 10 （甲 支 店） 10 








甲支店 (44,000 + 1.100）×_L= 4,100 
11 
六




（商品含み益引当金） 6,000 （商品含み益引当金戻入益〉 6,000 
結合結l:去(単位:千円)
キ 目 (!昔)残 前(貸) (1昔)盤
現金預金 79，990 ① 3，000 
長取手形 45，000 
?~ tJト 金 130，000 





商品含み益引当金 6，00 ③ 6，000 
建 物 50，000 
問減価引当金 29，000 
傭 品 55，000 
同減価引当金 33，ω自
土 3也 10，000 
大阪支庖 40，010 
名官屋支 rd 43，000 
本 I占(大阪4 45，9仰 (g2000 
5，000 
40，000 
本 日ij(名古屋) 38，900 40，000 
支払手形 34，000 
貝 告ト 金 99，0ω 
借 入 金 160，0ω 
資 本 金 100，000 
利主主 ~'i 備金 20，000 
繰越利益 30，000 
1づ'l6 よ 955，000 
支庖売上 184，000 (gmω  
81，000 
仕 入 105，000 205，00由
本庄仕入(大阪) 101，900 
① 1，100 
n (名古屋) 79，900 
{fi 880 220 
諸 経 費 174，500 ① 10 
貸倒引当 !l 3，000 
減価償却費 16，000 
商品古み益引当!ll ③ 1，200 
民 戻入謎
税引WJ当期純利益























② 100 2，900 
16，000 
1，200 
③ 6，000 6，000 
90，590 









































幸R(Accounting Information for Internal Mangement ASOBAT， N) を求める
立場であり，後者は資本主勘定の体系化から留保利益の変動を把握する剰余金計算
書にいたるまで，利益分配をめぐる利害調整の外部利用情報 (Accounting Infor-




























































実体を超えた経済的実体の追加的特殊目的報告書とみるべきJ(M. Moonitz •. The 













































































(2) A社は， B社に仕入原価の20%増の価額で販売しており， B社に対する50年
度中の売上高は36，000千円であり， B社の期末商品棚卸高のうちの 3，000千円
は， A社からの{土入品である。
(3) B社は， A社からの借入金に対して， 50年度中に 300千円の支払利息〈営業
外費用〉を支払っている。














(1) B社 (費 掛 金) 3，500 A社 (売 掛 金) 3，500 
A社 〈 貸倒引当金〉 70 ※A社レ(販売費一般管理費〕 70 
284 
※3，'500X6，300+7，900 70 
B社 (借 入 金) 3，000 A社 〈貸 付 金) 3，000 六。
(2) A社 (売 上 高)36，000 B社 (売 上 原 価)36，000 
A社レ(売 上 原 価) 500 ※B社 (棚 卸 商 品〕 500 
※3，000X( 1 +0.2)=2，500 
3，000-2，500=500 
(3) A社 (営業外収益〉 300 B右: (営業外費用〉 500 
20 















40 B社レ l営業外収益) 40 
80 A社(営業外費用) 80 
40 B社 (その他流動資事) 40 
1未 収 収
40 ※A社 (関係会社株式) 40 
※100千円 XO.4口 40














九 49年度 B社資本金 10，000千円 x20%=2，000千円
資本準備金 1， 500 " x20" = 300 





資本準備金 1，500 1 x2011 = 600 
利益準備金 500 1 x4011 = 200 








C 1] B社(資本金)6，000A社(闘係会社株式)9，000(10，000xO .2)+(10 ，000 x 0.4) 
1 (資本準備金) 900 ( 1，500xO.2)+( 1，500><0.4) 
1 (利益準備金) 300 ( 500xO.2)+( 500xO.4) 
1 (未処分利益) 200 (又は制，即ち50><0.6) ( 500><0.4) 
1 (連結調製)1，600(又は1，50，即ち12，50><0.6) 6，600 -5，000=1，600 
(l[J B社(資本金)4，000 (少数者持分)5，600(10，000><0. 4) 
1 (資本準備金) 600 ( 1，500xO.4) 
1 (利益準備金) 200 ( 500xO.4) 
1 (未処分利益) 840 ( 2，100XO.4) 
1 (少数者持分) 640 B社(当期利益) 640( 1，600xO.4) 
C4J 未実現損益の控除
本間の場合， B社の期末商品のうち 3，000千円がA社仕入品であるから




u) 貸倒引当金戻入益〈当期利益) 70 . C未処分利益) 70 




(4) 社債発行差金償却戻入益(当期利益) 10 
H 社 債利息未収額( " ) 40 
(5) 受取配当評価減(未処分利益) 40 
"投資利益計上額(当期利益) 30 
(末処分利益) 10 































事十 自 A 社 B 社 f車 去 連 封1
現金預金 3，600 2，870 6，470 
受取手形 6，300 2，700 9，000 
売 書+ 金 7，900 6，200 (l 3，50o 10，600 
貸倒 ';1 当金 284 178 (1) 70 392 
商 liIO 9，6∞ 1，300 (2) 500 16，400 
その他の流動資産 2，500 1，400 (4) 401(4) 40 3，9曲
宥形阿定資産 15，000 12，000 21，0ω 
減価償却日l当金 1，711 1，822 3，533 
無形固定資産 2，0ω 1，600 3，600 
関係会社株式 10，000 (5) 30{L(C5)I]9，O40  990 
関係会社社 fit 930 (4) 930 
長期貸付金 3，500 2，000 (1) 3，000 2，500 
社:{1t発行手長(r.: 6ω (4) 60 540 
連結調設勘定 (1) 1，600 1，600 
支払干形 5，300 6，4ω 1，700 
買 J片 金 4，200 1，200 (1) 3，500 7，900 
車i期 ft 入:，v: 3，000 2，000 5，000 
その他の流動負債 1，000 2，3001(4) 40 3，260 
社 刊t 10，000 一(4) 1，000 9，000 
長期 i仕入金 5，000 3，000 (1) 3，000 5，000 
'fi 本 金 25，000 10，0日 25，000 11) 4，000 
資本 ir 仙 {It 2，000 1，500 (〔II]〕棚600 2;000 
利益司，.備金 1，500 500 ([Ij3叩 1，500 1 1 200 
70 
未処分利益 2，000 2，100 
10 
2，670 [1) 200 40 
(IIJ 840 30 
少数株主持分 (1) 5，640 5，640 
{、a 計 61，000 61，000 37，000 31，000 2，860 22，860 82，600 82，600 
先 上 ~.:i 107，100 56，800 (2) 36，000 127，900 
売上原価 82，400 43，600 (2) 500 (2) 36，000 90，500 
販売費ー般管理費 22，400 1，000 (1) 70 33，330 
300 
営業外収益 2，800 1，900 801(4) 40 4，320 
40 
官業外費用 3，100 2，500 5，210 
当期利益 2，000 1，600 10 H 151 40 2，510 
401(OJ 640 
30 
連結による投資利益 (5) 30 30 
少数株主持分 (I) 640 640 





































































































































































現金預金 5，800 3，700 
受取手形 4，500 3，000 
売掛金 8，500 3，800 
有価証券 3，000 700 
貸付金 6，550 3，500 
商 品 18，400 7，900 
建物 15，000 10，000 
器具備品 4，000 6，000 
土地 16，000 6，000 
投資 15，450 4，000 





支払手形 13，700 6，400 
買掛金 25，200 5，050 
借入金 20，000 5，000 
未払金1，350 2，950 
減価償却引当金 4，700 9，550 
貸倒引当金 300 450 
退職給与引当金 1，750 600 
資本金 20，000 12，000 
資本準備金 1，200 2，600 







当期利益 5，450 1，300 
100，000 50，000 
①割引手形残高 A社 2，000千円， B社 8，200千円である。
30 
なお，貸倒引当金は売上債権(手形割引高を含む)残高の 3%とする。
① A社の投資中 9，500千円は， B社の株式(額面 500円)9，600株の取得価額
である。
B社の投資中 2，000千円は， A社の株式(額面 500円)2，000株の取得価額
である。





%とするが， A社の平均利益は総資本〔資産合計金額〉の 696，同じく B社は
4%であった。















そこで，合併比率は 5対 2の割合となる。したがって， B祉のの株主に対して発
( . ~， _ ~ A __  ___~ ~ •• 2 ¥ 
行すべき A社の新株は， (A社資本金20，000千円X一 1+-500円=16，000株にな\.L~I-Lo..R. "'ï ..lll.. ':'<V'VVVII~'" 5' J 
31 
るのであるが，実際に交付する株式数はA祉のの所有する B社株式に対して割当て



































〈現金預金〉 3，700 (支払手形〉 6，400 
〈受取手形〉 11 ，200 (買 掛 金〉 5，050 
(売 掛 金〉 3，800 (借 入 金〉 5，000 
(有価証券〉 700 (未 払 金〉 4，150 
〈貸 付 金〕 3，500 (減価償却引当金〉 9，550 
(商 品〕 7，300 (貸倒引当金】 450' 
(建 物) 10，000 (割引手形〉 8，20u 
〈器具・備品〉 6，000 く退職給与引当金〉 60u 
〈土 地〉 6，000 (資 本 金〉 4，800 
(投 資〉 2，000 (資本準備金〉 2，60u 
(自己株式〉 2，000 (利益準備金〉 60(} 
(繰延資産〉 1，400 く別途積立金〉 3，000 
く営 業 権〉 1，980 (投 資) 9，500 
〔当期利益〉 600 (合併差益〉 280 
〈支払手形〉 1，200 〔受取手形〉 1，200 
(賢 掛 金〉 2，000 (売 在十 金〕 2，000' 
(1昔 入 金〕 4，000 〈貸 付 金〉 4，000 
(未 払 金〉 480 (当期利益〉 480 
(開始〕貸借対照表
A社 昭和51年 4月1日 (単位千円〉
四 資産の部 負債の部
七
現金預金 9，500 支払手形 18，900
受取手形 6，300 国貝 長十 金 58，25{)
売 掛 金 10，300 1土日と 入 金 21，000

























資 産合計 119，680 
〔注〉 割引手形残高 10，200千円
33 
流動負 債計 73，170 
退職給与引当金 2，350 




































































国定資産〈単位:千円〉 土 地 建 物 器具備品
帳簿価額 1， 300 7，700 850 
時価 12，500 13，100 900 






売掛金 4，200 買掛金 5，400 
受取手形 5，300 支払手形 4，800 
(3) その他の整理事項は次のとおりである。







































(2) (子会社仮) 9，500 
(買 掛 金 ) 5，400 
(支払手形) 4，800 
(3) (i) (子会社仮) 235 
(i i) (借 入 金 ) 1，450 
(子会社仮) 1，450 
(土地) 1，300 






く仕 入) 14，000 
〔移管商品評価益) 1，400 
( 売上) 2，750 
(売掛金) 4，200 
(受取手形) 5，300 
(子会 社 仮 ) 10，200 
(現金預金又は未) 230 払金
(子会 社 仮 ) 1，450 
(現金 預 金 ) 1，450 








( 1 建物 11) 5，400 
( 1 備品 1 ) 50 





( 子 会 社 仮 ) 18，050 
( 子 会 社 仮 ) 23，830 












(現金預金〉 1，450 (買 掛 金〉 5，400 
(未未収達金現金又は) 230 (関係会社買掛金〉 2，750 
(売 十卦 金〉 4，200 (支払手形〕 4，800 
(受取手形〉 5，300 人 金〉 1，450 
(fJ1l却商品〉 14，000 〈資 本 金) 20，000 
〈未達商品〉 2，750 (資本準備金〉 3，830 
(創 立 費〉 450 
(建 物〉 7，700 
(器具備品〉 850 
(土 地〉 1，300 
開 始 貸 借 対 照 表
B社 ×年×月 x日現在 (単位千円〕
資産の部 負債の部
現 金 預 金 1，680 買 掛 金 8，150 
( 又は 現金預金 J支 払 手 芽2 4，800 
未収金 230 {守 ノ、 1l: 人 1，450 
売 持ト メ豆ヘ乙 4，200 流 動資産計 14，400 
受 取 手 界3 5，300 負 f臣ヰ壬、 1i コ 計 14，400 
高 品目，750 資本の部
流動 i可資 産 百十 27，930 資 本 ノ三t巴 20，000 
建 物 7，700 資本準備金 3，830 
39 
部 具 備 品 850 資 本 J日'- 計 23，830 
土 地1，300
固定資産計 9，850 
意リ 立 費 450 
繰延資産計 450 
資 産 d口』 計 38，230 負債資本合計 38，230 
このように分割会計はもっぱら特定出資の圧縮記帳によって処理されるが，その
場合は，新設会社の全株式を親会社が取得し，その株式を第三者に譲渡するまで出
資資産の含み益に対する課税を猶予することを条件にしている。ということは，す
でに合併の場合でみたように，税法は資産評価益と利益積立金等の二重課税を避け
るために現物出資説に同じなかったわけであるが，会社分割の場合には，新たな会
社設立である以上，はじめから親会社の法律関係を包括承認する必要はなく，した
がって，利益積立金等の承継はもとより，譲渡資産に対する貸倒引当金や減価償却
引当金などを引き継ぐことも認めない。ただ，営業譲渡にあたって引き継いだ従業
員等の退職給与引当金や賞与引当金等が別途考慮されるにすぎない。それゆえ，残
るところは財算移管による譲渡益であるが，これが同一人格の右の手から左の手に
移したと同様，実現したものではないとして課税問題を避けるために，親会社の全
額出資とL、う条件によって，いわば人格承継説的な立場を守ったものといえよう。
しかしながら，このような分割会計の処理，報告には，なお前提条件上の問題が
ある。それは，変態的とはL、え現物出資のー形態として会社分割がおこなわれる以
上，譲渡財産の現物価額と交付新株価額との差額として，いわば分割砦益が生ずる
ことがある。この場合，その差額は親会社が超過払込みをした現物出資資産の一部
であるから，合併差益と同様株株式プレミアムの性格付つものとして新設会社の 思
資本準備金に計上するが，果してこのような属性規定でよいものかどうか。現実
に，変態的現物出資として金銭出資による資本金額を超える資産譲渡をおこなった
場合，そうした超過払込み部分は，受入れ資産の評価減か，あるいはその対価未払
のまま繰越されて，新設会社の資本準備金として計上されないことがある。とすれ
40 
このような処理は，事実上の超過払込みに対する法的持分表示に欠ける結果とIf, 
なり，将来ともその所有主体たる親会社の利害に大きくかかわることになるのでは
あるまL、か。
さらに問題となるのは，親会社の全額出資の形で設立された新設会社は，いわば
「会社が会社をつくる」時代の産物だが，連結会計の制度化によって，法的実体と
しては独立のものとはし、え，経済的実体としてはつねに連結さるべき子会社であ
る。親会社からみるかぎ祖では，実体的な独立採算制をとる事業部と異なるところ
とくに資本分割した定義が失われる。もっとも，いずれこうした子会社ははなく，
親会社資本以外の株主資本を導入するであろうが，親会社の支配力を保つためには
その過半数の株式を手離しえない。とすれば，将来において，それまでに拠出し，
蓄積してきた親会社資本と少数株主資本との持分権をめくる利害調整から，あるい
は親会社の連結利益表示の政策的原理による再合併の利害調整など，すでにみたよ
うな合併会計の建前とそれにもとずく処理，報告に再投映される問題点を含んでい
る。
この意味において，会社分割に対して商注や企業会計原則などの規定，指針が欠
なお資本会計の領域において未解決の課題が存することを物語除していることは，
その税法的な処理る。だが，その解明は，当面の分割会計に示されたところから，
報告が限定した親会社の全額出資としづ条件において，いわば「多国籍企業の現地
子会社」などを含めるため，国内？去を超えて，国際的に連結財務諸表が制度化され
た段階で，本稿でみてきたような個別の法的実体の株主相互間の利害調整という観
したがってま点からする資本会計の再検討のみでは不十分であることを物語る。
た，本稿の主題としてきた結合，連結，合併会社における企業実体説の意義も限界
もも，すでに「会社が会社をつくる」現状における所有主説の再検討と連動して，
うー度見直してみる必要がある。
いわゆる独禁法の改正により，会社分割の問題が新たな脚光をあびている折杭，
一
三
九
早急にこの課題の解明を通じて資本会計の再々検討を展開しなければならなL、。本
稿はそのための予備的考察をおこなったことになる。いずれ次の機会を期してひと
まず禰筆する。
